	
仲　　裁　　申　　請　　書


	年　　月　　日　

	
電気通信紛争処理委員会委員長　殿

	
郵 便 番 号
（ふりがな）
住　　　所
（ふりがな）
氏　　　名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名を記載すること。）

	連　絡　先（連絡のとれる電話番号等を記載すること。担当部署等がある場合は、当該担当部署名等を記載すること。）


	放送法第142条第１項に規定する同意に関する協議が不調のため、同条第３項の規定により、次のとおり仲裁を申請します。

	当事者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）、住所及び放送事業者の種別（注１）
	

	仲裁判断を求める事項（注２）
	

	協議の不調の理由及び協議の経過
	

	その他参考となる事項
	




	
注１　放送事業者の種別は、基幹放送事業者、指定再放送事業者又は届出一般放送事業者のいずれかを記載すること。
２　協議の相手である当事者が当該協議に関して既に仲裁の申請を行っており、その旨の通知が電気通信紛争処理委員会からあった場合には、当該協議の相手である当事者の仲裁判断を求める事項に対する答弁を記載すること。

	３　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。






仲裁申請書の記載における留意点
 (
協議の相手方当
事者が当該協議に関し、既に仲裁の申請を行っており、その旨の通知を
委員会から
受けて申請する
場合は、当該協議の
相手方当事者の仲裁判断を求める事項に対する答弁を記載して下さい
。
別紙とすることもできます。
)
	 (
用
紙の大きさは、日本産業
規格Ａ列４番です。
)
仲裁申請書


令和○○年○○月○○日

電気通信紛争処理委員会委員長　殿

郵便番号
（ふりがな）
住　　所　東京都○○区××町△－△－△
 (
連絡の
と
れる担当部署名、
担当者名、メールアドレス、
電話番号等を記載し
て下さい。
)（ふりがな）
氏　　名　株式会社　○○ネットワーク
代表取締役社長　○○　○○　
 (
両当事者の氏名、住所、放送事業者の種別（基幹放送事業者、指定再放送事業者、届出一般事業者のいずれか）について記載して下さい。
有線テレビジョン放送法に基づき施設の許可を受け、業務の届出を行った事業者のうち新放送法の登録一般放送事業者に該当する事業者は、指定再放送事業者とみなされておりますので「指定再放送事業者」と記載して下さい。
)連 絡 先　○○企画部                　
電話番号

放送法第142条第１項に規定する同意に関する協議が不調のため、同条第３項の規定により、次のとおり仲裁を申請します。

	当事者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）、住所及び放送事業者の種別
	

	仲裁判断を求める事項

	

	協議の不調の理由及び協議の経過

	

	その他参考となる事項

	





 (
そ
れぞれ別紙とすることもできます
。
再放送
(
再送信
)
同意申込書がある場合は、参考資料として添付して下さい。
)


